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論 文 内 容 の 要 旨

現在、 世界の森林資源は、 白然あるいはプランテーシヨンによる森朴資源の

更新速度 より速い速度で減少 している,,住 宅、橋等の本造建築物の機能的1耐久

性 を高め、その耐川年数をより長くす ることにより、森朴資源(森 林そオ1.自体

や森林に山来す る家具、建造物、パルプ等)の 蓄鎖軍を地球土に増べ'すことは、

大気中の二酸化炭素の増加 による地球湘暖化、水資源の姑渇、」:砂の海への流

失、異常気象等の地球環境悪化を改善するための極めてイr効な手段である,,

シ ロア リはセルr1一 ス性材料や木4オ層を最もひどく加害する生物集団の ・つで

ある。シロア リは生きている樹木や種々の穀物を加害する。中でも、シuア リ

によって引き起 こされ る最 も深刻な被害は、屋内外の建築物において建材と し

て川い られている木材の食害である。それゆえ、シロア リの食害から木材を守

る木材保存剤の利川は、不必要な木質資源の劣化 ・浪費を抑制 し、本材製品の

耐川年数を延ばすための大変魅力的な手段 となっている,,

地 球温暖化 、化学物質による環境汚染、資源の枯渇等の地球環境の悪化が加

速度的に進行 している。そ してその悪化の規模 ・速度は地球に本来備わってい

る修復能力を上まわろうとしている,,こ のような状況にあってけ、全ての製品

はそのライフサイクル(原 料採取一加工 ・製造一流通 ・使川 ・消了1♂一 リサイク

ル ・廃棄の過程)に おいて、地球環境にかりる負荷li1が可能なかぎり小さい も

のでなければならない。木材保存のための防蟻剤も例外ではない,,植 物が生産

した天然物を直接利川 して製剤化 した製品は、そのライフサイクルにおいて地

球環境にかける負荷量が化石資源山来の化合物のよれよりはるかに小さい。石

汕に山来す る化合物の代替物として、天然物を利川することは、石汕資源の使

川量を減少 させ、地球温暖化を抑制するのに役立つ。

以上の観点から、安全性が高く、地球環境に優 しい木材保存剤をi川発す るた

めに、種々の天然物のシロア リに対する防蟻効力を検討した。

エステル を構成する脂肪酸の炭素数が6か ら」8と アルコールの炭素数が4

までで構成 され るエステル類についてイエシロアリに対する防蟻効力 ・殺蟻力

を実験で測定 した。 さらに炭素数が6か ら18ま での脂肪酸と炭素数が7か

ら18の アルコールについて も防蟻効力 ・殺蟻力を検剖 した,,土 壌質鍬に対

して1%と なるように各化合物を処理 し、水を加えて、含水率を10%と した

後、イエシロア リの職蟻 を上壌上に放 し、経時的にその健康状態を観察 した。

その結果、脂肪酸類では炭素数が10(デ カ ン酸)以rの 脂肪酸は3時 間以内

に投入 したシロア リ全匹を死 亡させ た。アルコール類では炭素数が14(テ ト

ラデカノール)以 下のアル コールが3時 間以内に投入 したシロア リ全匹を死亡
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させることがわかった。脂肪酸エステルについては構成 している脂肪酸の炭素

数が10以 下でかつアルコールの炭素数が4以 下の化合物で高い殺蟻効力が認

められた。分子量が小 さい程、殺蟻効力は大きいことがわかった。 しか し分子

量が小 さくなるに従い、蒸散速度が速 くなり、効力を失 うのも速くなることが

わかった。以上の結果と、安価であること、安全性が高いこと、長期間防蟻効

力の持続が期待できることから、デカン酸を用いた木材保存川防蟻剤の開発に

着手 した。そ してデカン酸を主成分とした環境や人体に対す る安全性の高いフ

ァース トガー ドシリーズを創製 した。デカン酸は工業的にはヤシ汕 ・パーム汕

由来の脂肪酸として流通 してお り、食品添加物として収載されている。ファー

ス トガー ドシリーズの中で最も評価の高い製剤は土壌処理川防蟻剤ファース ト

ガー ドMPで ある。本製剤は防蟻有効成分としてデカン酸50,0%、 木質系担

体39.5%、 ヒバ中性油1.0%,ウ コン1.0%、 食 品 ・化粧品 ・トイレタ

リー用添加剤8.5%よ り構成 されている。このようにファース トガー ドMPは

安全性の高い化合物のみで構成 されている環境保全型防蟻剤である。

本製剤について以下のような野外実験と室内実験を行なって総合的な評価を

した。

日本で経済的に大きな被害を生 じているシロアリはイエシロア リとヤマ トシ

ロア リである。この2種 のシロアリが活発に活動 している鹿児島県と沖縄県の

林内で野外試験を行なった。野外試験は祉団法人 日本木材保存協会規格第13号

に準拠 して行なった。その結果鹿児島県の試験場でば試験開始6年 後、沖縄県

の試験場では試験開始3年 後においても効力は持続している。なおデカン酸の

濃度 を半分で処理 した場合、処理幅 を30/45に 縮小 した場合も現在まで防

蟻効力は持続 している。

室内試験においては木製剤が社団法人 日木木材保存協会が定める防蟻効力を

発揮するために必要な最低処理濃度 を求めるため、社団法人 日本木材保存協会

規格第13号 に準拠 して貫通試験を行なった。 その結果、デカン酸濃度が初期

の50%か ら1/5と なった10%で も、その防蟻効力は規格を一卜分に上まわ

ることがわかった。

さらにファース トガー ドMPの 防蟻効力持続性を予測するために、床下土壌

上または28℃ 恒温室内におけるファー一ス トガー ドMP中 のデカン酸の消失速

度を測定した。その結果3年 後のデカン酸の残存率は京都床下土壌上で93%、

28℃ 恒 温室内で62%で あった。この値を用いて6年 後の製剤中のデカン酸

含有量をシュミレーションすると初期の50%に 対 して、京都床下においては



46・2%・28℃ 恒温室においては19 .4%と なった。これらの仙はいずれも

必要最小処理濃度の10%を 大 きく上回っている。 したがって使川規定どうり

に適正な処理を行なえば、ファース トガー ドMPは 少なくとも6年 間
、有効性

100%の 防蟻効力を持続すると推測 された
。

以上・天然物を利用 した環境保全型防蟻剤の開発を目指 して、種々の植物成

分由来の化合物にっいて防蟻効力・殺蟻力を検討 し、ある種の脂肪酸エステル、

脂肪酸およびアル コー一ルに防蟻効力があることを見出した
。そ してそれ らの化

合物の中か ら防蟻効力、効力持続性、安全性、価格、流通などを考慮 してデカ

ン酸を主成分 として、木質系、食品添加物等安全性の高い ト壌処理川防蟻剤(商

品名ファース トガ～ ドMP)を 創製 した。

論 文 審 査 結 果 の 要 旨

世界の森 林資源 の激 減が続いて いる状況 下で は、木造建築物 ・木質製品の機

能的耐久性 を高 め、その耐川年数 を より長 くす る ことに より、森林資源(森 林

それ 自体や 森林 に由来する家 具、 建造物、パル プ等)の 蓄積 量を地球上に増や

す ことは、地球温暖化 、水資源の枯 渇、土砂の海 洋への流失 、異常気象等の地

球環境悪化 を抑 制 し、改善す るのに極めて有効 な手段 となって きてい る。

シロア リはセル ロース性材料や 木質材料 を最 もひ どく加害す る生物集団の 一

つで ある。 それ ゆえ、 シロア リの食 害か ら木質材 料 を保護す る木材保存剤の利

用は、不 必要な木 質資源の劣化 ・浪費を抑制 し、木質材料 の耐川年数 を延ばす

ための魅力的 な手段 とな って きてい る。

地球温暖 化、化 学物 質に よる環 境汚染 、化石 資源の枯渇等 の地球環境悪化が

加 速度的 に進行 し、その悪化 の規模 ・速度 は地 球に本来備 わってい る修復能力

を上 まわろ うと してい る。 このよ うな状況 下にあ っては 、全 ての製品はその ラ

イ フサ イクルにお いて、地球環境 にかけ る負荷 量が 可能 なかぎ り小 さい もの に

しなければ な らない。植 物が生産 した天然 物を直接利川 して製 剤化 した製品は、

その ライフサイ クルにおいて 、地 球環境 にかける負荷 量が化 石資源 由来の化合

物のそれ よ りはるかに小 さい。

以上の観 点か ら、本 論文は天然 物を利用 した環境保全型防蟻 剤の開発 をめざ

して、種 々の天然物 のシ ロア リに対す る防蟻 効力 ・殺蟻効力につ いて検 討 した。

そ して炭 素数がlo以 下の脂肪酸 、炭素数 が14以 ドのアル コール、脂肪酸 の

炭素数が10以 下で、アル コールの炭素数 が4以 下の もの よ りなる脂肪酸 エ ス

テルが 高い殺蟻効 力を有す ることを発 見 した。 つ ぎにその価格、安全性 、効 力

持続性 を考慮 して 、炭 素数が10の 脂肪酸 であるデ カン酸 を主成分 とす る環境

保全型防蟻剤 の製造に着手 した。 そ して、 ファース トガー ドMPと い う商品名

の環境保全型 土壌処理用防蟻剤 を創 製 した。デ カ ン酸はヤ シ汕 ・パー ム汕か ら

毎年大 量に生産 され ていて、 その有効利用 方法の開発 が求め られてい た物 質で

ある。 ファー一ス トガー ドMPは デカン酸50%、 木質 系担 体39 .5%、 ヒバ

中性油1.0%、 ウコン1.0%、 食品 ・化粧品 ・トイ レタ リー添加物LO%よ

り構成 され ている。 これ らの構成 成分の大 部分は植物 由来の天然物 である,,

残 りの化合物 も極 めて安全性 の高い もの ばか りであ る。

つい で本 論文 は、以下の よ うな野外実験 と室内 実験 を行ない木製剤 の総 合評

価 を した。

口本 で木質材料 に経 済的 大被害 を 与えているヤ マ トシ ロア リと イエ シ ロア リ

が活発 に活 動 している鹿児島 県 と沖縄 県の林内で野 外試 験を行 なってい る。試

験は社団法 人 日本木材保存 協会規格第13号 に準拠 している。鹿 児島県の試験場

では試験開 始6年 後 、沖縄 県の試験場 では試 験開始3年 後において も、防蟻 効

力は持続 していた。

室 内試験 につ いては、本製剤 が社団法 人ll本 木材保 存協会が 定める防蟻効力
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を発揮 す るのに必 要な最小処理濃度 を見積 もるための 貫通試験 を行な って いる。

貫通試験 は社団 法人 口本木材保存 協会第13暑 に準拠 してい る。その結果 、デ カ

ン酸濃 度が 初期濃度 の50%か らその1/5と なった10%で も、その防蟻 効

力は規格 を ト分 上まわ ることを明白に してい る、

さ らに本 製剤の防蟻 効力持続期 間を見積 もるために、床 下土壌上 と28℃ 恒

温 室内にお ける製剤 中のデカ ン酸 の消失速度 を測定 してい る。 その結果、3年

後 のデカ ン酸 の残存 率は京都床 下1二壌上 で93%、28℃ 恒温室内で62%で

あるこ とを明 らか に してい る。 この残存率 の値 を川いて6年 後の製剤 中のデカ

ン酸含 有量を シュ ミレー シ ョン してい る。 それに よる と京都床下 では初期の

50%か ら46。2%、28℃ 恒温室では19.4%に 減少す る と見積 もってい る。

これ らの値 はいず れ も必要最 小処理濃度10%を 大 きく上まわ っているので、

使用 規定通 りに適正処理 を行 なえば、少 な くとも6年 間 、有効性100%の 防

蟻 効力を本 製剤は持続す ると推測 してい る。

以上の よ うに 、本論文は天 然物 を利川 した環境保全型 防蟻剤 の開発を 目指 し

て、種 々の天然物 の防蟻効 力を検討 し、デカ ン酸 を主成 分 とす る安 全性が 高く

効力持続期 間の長 い環境保 全型防蟻剤 を創 製 してい る。

よって、本論 文は博士(農 学)の 学位 論文 と して価値 あ る もの と認め る。 な

お、審査 に あたっては 、論 文に関す る専攻内審査 および公聴 会な ど所定の 手続

きを経 た うえ、平成17年2月22日 、農 学研究科委員会 において、論 文の価 値

な らび に博 士の学位 を授 与 され る学 力が十分で あると認 め られた。
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